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(57)【要約】
　陽子による部材の放射化を低減することが可能なター
ゲットを提供する。陽子による部材の放射化を低減させ
るためにベリリウム材料、リチウム材料、及び非金属材
料を複合して成る新規のターゲットを用いる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　陽子を衝突させて中性子を発生させるための複合型ターゲットであって、
　ベリリウム材料、リチウム材料、及び非金属材料を複合して成るターゲット部分と、
　前記ターゲット部分の一の表面に施された真空シールと、を備えることを特徴とする複
合型ターゲット。
【請求項２】
　前記非金属材料が炭素系材料であることを特徴とする請求項１に記載の複合型ターゲッ
ト。
【請求項３】
　前記炭素系材料が、少なくとも等方性黒鉛材料及び結晶配向性炭素材料のいずれか一つ
の材料を含有する炭素系材料であることを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の複合
型ターゲット。
【請求項４】
　陽子をターゲットに衝突させて中性子を発生させるための中性子発生方法において、
　陽子が２ＭｅＶ以上１１ＭｅＶ未満の陽子であり、
　前記ターゲットが請求項１から請求項３のいずれか１項に記載の複合型ターゲットであ
り、
　前記複合型ターゲットに前記陽子を真空下で衝突させることによって核反応による中性
子を発生させることを特徴とする中性子発生方法。
【請求項５】
　陽子発生のための水素イオン発生部と、
　前記水素イオン発生部で発生する陽子を加速するための加速器と、
　前記加速器によって加速された陽子を照射するための陽子照射部と、
　陽子を衝突させて中性子を発生させるためのターゲットと、を備え、
　前記加速器が線形加速器であり、
　前記ターゲットが請求項１から請求項３のいずれか１項に記載の複合型ターゲットであ
ることを特徴とする中性子発生装置。
【請求項６】
　前記線形加速器が陽子を２ＭｅＶ以上１１ＭｅＶ未満の範囲に加速することができる線
形加速器であることを特徴とする請求項５に記載の中性子発生装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、陽子をターゲットに衝突させることによって中性子を発生させるためのター
ゲット、このターゲットを用いた中性子発生方法、及びこのターゲットを用いた中性子発
生装置に関するものである。さらに詳しくは、低エネルギーの陽子を用いて中性子を発生
させるための新規のターゲット、このターゲットを用いた中性子発生方法、及びこのター
ゲットを用いた中性子発生装置を提供するものであり、ターゲットの熱問題を解決し、且
つ陽子・中性子によるターゲット部材等の放射化を低減するための新規のターゲット、こ
のターゲットを用いた中性子発生方法、及びこのターゲットを用いた中性子発生装置を提
供するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、選択的ながん治療として期待されているホウ素中性子捕捉療法（ＢＮＣＴ: Boro
n Newtron Capture Therapy）のための中性子発生方法及び装置の研究開発が盛んに行わ
れている。これらは、例えば、特許文献１～１５に開示されている。
【０００３】
　特許文献１は、高周波四重極線形加速器（ＲＦＱライナック：Radio Frequency Quadru
pole Linac）の例えば３０ＭｅＶ～４０ＭｅＶの重陽子線をリチウムに衝突させてLi(d,n
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)反応を起こさせ中性子を発生させ、中性子減速材を介して治療用の熱中性子・熱外中性
子を発生させることを特徴としている。
【０００４】
　特許文献２は、中性子を発生させるためのターゲットに関し、大強度陽子線を衝突させ
るターゲットの冷却材に対する耐食性を改善するために、低水素吸収体であるNb、Pt、Au
、Al、Be、Cr、ステンレス鋼又はその合金で被覆されたタングステンを用いることを特徴
としている。
【０００５】
　特許文献３は、液体状のリチウム、又は核融合反応の触媒作用を持つ金属との合金の表
面に重水素イオンビームを衝突させることによって非熱核融合反応を誘発することによっ
て中性子を発生させることを特徴としている。
【０００６】
　特許文献４は、サイクロトロン等で発生させる２０ＭｅＶ以上のエネルギーを有する陽
子線をタンタル、タングステン等の重金属に衝突させることによって核破砕反応物質を含
む中性子を発生させ、同中性子を中性子減速部及び鉛で構成されるフィルターを介して有
害な核破砕反応物質及び高速中性子を除去することによって治療用の熱中性子・熱外中性
子を発生させることを特徴としている。
【０００７】
　特許文献５は、固定磁場強収束（ＦＦＡＧ:Fixed Field Alternating Gradient）－内
部標的（ＥＲＩＴ：Emittance Recovery Internal Target）方式による中性子発生方法及
び装置を開示している。そして、特許文献５は、サイクロン型の陽子貯蔵リングで周回増
強された１１ＭｅＶ以上１５ＭｅＶ未満のエネルギーを有する陽子線又は重陽子線を同リ
ング内に設けたベリリウム製のターゲットに衝突させることによって発生させた中性子を
重水等の減速材を介して治療用の熱中性子・熱外中性子に調整することを特徴としている
。
【０００８】
　特許文献６は、ＲＦＱライナックやドリフトチューブライナックで加速された出力３０
ｋＷ程度、１１ＭｅＶ程度以上の陽子線を金属ターゲットに衝突させて中性子を発生させ
るためのターゲットを開示している。また、該ターゲットが金属ターゲットであり、好ま
しくはベリリウムであることが開示されている。そして、特許文献６は、該ターゲットの
厚みが同ターゲット中における陽子線の飛程と略同等又はそれよりもわずかに大きくし、
又、ターゲットを冷却するためにターゲットの伝熱面積と同程度以上の伝熱面積を有する
金属板を介して冷却することを特徴としている。
【０００９】
　特許文献７は、線形加速器を用いて例えば１１ＭｅＶの陽子線をベリリウム製のターゲ
ットに衝突させることによって１０ｋｅＶ以上の速中性子を発生させ、該速中性子を重水
等の減速材を通過させることによって１０ｋｅＶ未満の熱外中性子又は０.5ｅＶ以下の熱
中性子に調整することを特徴としている。
【００１０】
　特許文献８－１０は、出力２ｍＡ－６０ｋＷ、３０ＭｅＶ程度のエネルギーレベルの陽
子線をベリリウムに衝突させて中性子を発生させるためのベリリウム製ターゲットについ
て、厚み５.５ｍｍのベリリウム板の直下に冷却水を流すための螺旋溝を施した銅板、ア
ルミニウム合金の板、またはグラファイト板を設け、ターゲットで発生する熱や発生水素
によるターゲットの変型を抑制するために、ターゲットの周囲にボルト・ナット締めによ
る固定を施したことを特徴としている。
【００１１】
　特許文献１１は、リチウムターゲットを製造する方法が、圧延されたリチウム薄膜を銅
製の基板上に圧着する方法であることを特徴としている。
【００１２】
　特許文献１２は、Li（p,n）反応の閾値（約２ＭｅＶ）よりもやや大きいエネルギーの
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陽子をターゲットに衝突させて中性子を発生させるためのリチウム製ターゲットについて
、リチウムの溶融防止のためのターゲットの構造が、冷却機構を有するブロックに円錐形
状の切り込みを施し、該円錐形状の切り込み表面にバッキングホイル基板上に付着させた
ベリリウム被覆のリチウム薄膜を付着させた構造であることを特徴としている。
【００１３】
　特許文献１３は、中性子発生用リチウム製ターゲットについて、リチウム粒子の溶融防
止及び発熱によって液状化したリチウムの漏れ防止のためのリチウム粒子の構造が、リチ
ウム粒子を焼結カーボン、炭化ケイ素、炭化ジルコニウムの順番で順次被覆した構造であ
ることを特徴としている。
【００１４】
　特許文献１４は、ＢＮＣＴ用のリチウム製ターゲットについて、リチウムターゲットが
鉄基板、タンタル基板、またはバナジウム基板上に付着させたリチウムであることを特徴
としている。
【００１５】
　特許文献１５は、出力２０ｍA－５０ｋＷ、２.５ＭｅＶ程度のエネルギーの陽子をター
ゲットに衝突させて中性子を発生させるためのリチウム製ターゲットについて、リチウム
の溶融防止のためのターゲットの構造が、冷却機構を有する円錐形状の伝熱板の表面にパ
ラジウム薄膜を設け、該パラジウム薄膜上にリチウム薄膜を付着させた構造であることを
特徴としている。
【００１６】
　しかしながら、以上の特許文献１～１０に開示された方法及び装置は、ターゲットに衝
突させる陽子線又は重陽子線の加速エネルギーが少なくとも１１ＭｅＶの高エネルギー陽
子線を必要としている。そのため、以上の特許文献１～１０に開示された方法及び装置で
は、陽子線又は重陽子線発生のための大型の加速器が必要であること、高エネルギー陽子
線及び発生中性子によるターゲット等の部材の著しい放射化が生じること、ターゲットを
冷却するための大型の冷却装置が必要であること、液体ターゲットの場合には取り扱いが
容易ではないこと、固体状ターゲットの場合にはターゲットの溶断を防止するために比較
的厚めのターゲット材料を熱伝導性の金属材料製支持体に付着させていること、中性子発
生用のターゲット材料が重金属などの金属製の場合には、人体に極めて有害であり且つ装
置部材の放射化能も高い高速中性子がかなり混在して発生しているので一次発生中性子を
減速するための大がかりな減速装置が必要であること、有害且つ放射化能の高い陽子線、
高速中性子及び放射性核反応物質を吸収又は除去するための特殊な安全対策が必要である
こと、活性水素によるターゲット材料の脆化防止対策が必要であること、等の実用上にお
ける問題があった。特に陽子線及び中性子によるターゲット等の部材の放射化の問題は、
放射化部材から受ける放射線被曝の問題であるので、解決すべき重要な課題であった。ま
た、特許文献６にみられるように、ベリリウムの固体ターゲットを用いる場合には、ター
ゲットで発生する熱を系外へ排熱することが必須であることから、ターゲットを支持する
ための金属製支持材の伝熱面積を大きくする工夫が提案されたが、熱応力による接着界面
の剥離や活性水素による支持材の脆化及び剥離を防止することは困難であった。また、以
上の特許文献１１～１５に開示されたリチウム製の固体ターゲットの場合には、低融点で
あるリチウム（融点が約１８０℃）の溶融防止のために、リチウム薄膜の支持体である伝
熱板の構造に関する工夫やリチウム粒子を高融点材料で被覆する方法が提案されているが
、これらの方法では冷却効率の飛躍的な向上は期待されないので、リチウムの溶融を防止
することは困難であること、陽子及び発生中性子によるターゲット等の部材の放射化が起
きること、固体リチウム製ターゲットは発生中性子の衝突によって放射性のトリチウムを
生成するので、トリチウムを吸収又は除去するための安全対策が必要であること、等の問
題があった。
【００１７】
　以上の問題を解決するためには、陽子の衝突によって生じるターゲットの熱問題の解決
、及び陽子・中性子によるターゲット等の部材の放射化の低減のためのターゲットの開発
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が切望されていたが、これまで上記問題を解決するようなターゲットは知られていないの
が現状である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１８】
【特許文献１】特開平１１－１６９４７０号公報
【特許文献２】特開２０００－１６２３９９号公報
【特許文献３】特開２００３－１３０９９７号公報
【特許文献４】特開２００６－４７１１５号公報
【特許文献５】特開２００６－１５５９０６号公報
【特許文献６】特開２００６－１９６３５３号公報
【特許文献７】特開２００８－２２９２０号公報
【特許文献８】特開２００９－１９３９３４号公報
【特許文献９】特開２０１０－２０３８８２号公報
【特許文献１０】特開２０１１－１８５７８４号公報
【特許文献１１】特開２００７－３０３９８３号公報
【特許文献１２】特開２００９－０４７４３２号公報
【特許文献１３】米国特許第４５９７９３６号明細書
【特許文献１４】国際公開第２００８/０６０６６３号
【特許文献１５】米国特許出願公開第２０１０/００６７６４０号明細書
【非特許文献】
【００１９】
【非特許文献１】M. A. Lone, et al., Nucl. Instr. Meth. 143 (1977) 331.
【非特許文献２】タイトル：結合型液体水素冷中性子源の中性子特性、著者：鬼柳善明、
小林英樹、岩佐浩克、Bulletin of the Faculty of Engineering, Hokkaido University,
 151:101-109 (1990-07-30)
【非特許文献３】放射線施設のしゃへい計算実務マニュアル、2007、（財）原子力安全技
術センター監修
【非特許文献４】JENDL-4.0（Japanese Evaluated Nuclear Data Library 4.0, publishe
d by Nuclear Data Center at Japan Atomic Energy Agency, Modified at 2010/09/29 1
7:22JST）
【非特許文献５】K. Shibata,O. Iwamoto, T. Nakagawa, N. Iwamoto, A. Ichihara, S. 
Kunieda, S. Chiba, K. Furutaka, N. Otsuka, T. Ohsawa, T. Murata, H. Matsunobu, A
. Zukeran, S. Kamada, and J. Katakura, "JENDL-4.0 : A New Library for Nuclear Sc
ience and Engineering", J. Nucl. Sci. Technol., 48 (2011) 1-30.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２０】
　本発明は、上記の事情に鑑み、低エネルギーの陽子の照射によって中性子の発生が可能
であり、陽子及び中性子によるターゲット等の部材の放射化の低減が可能であり、及びタ
ーゲット材料の熱問題や水素脆化の問題などを根本的に解決することが可能な新規のター
ゲットを提供することを主な目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明者らは、上記の課題を達成するために鋭意研究を重ねた結果、ターゲット材料と
してベリリウム材料、リチウム材料、及び非金属材料を複合して成る複合型ターゲットが
非常に有効であることを見いだし、この知見に基づいて本発明を完成するに至った。
【００２２】
　すなわち、本発明は、上記課題を達成するために、
１．陽子を衝突させて中性子を発生させるための複合型ターゲットであって、ベリリウム
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材料、リチウム材料、及び非金属材料を複合して成るターゲット部分と、ターゲット部分
の一の表面に施された真空シールと、を備えることを特徴とする複合型ターゲットの構成
とした。
２．前記非金属材料が炭素系材料であることを特徴とする前記１に記載の複合型ターゲッ
トの構成とした。
３．前記炭素系材料が、少なくとも等方性黒鉛材料及び結晶配向性炭素材料のいずれか一
つの材料を含有する炭素系材料であることを特徴とする前記１又は前記２に記載の複合型
ターゲットの構成とした。
４．陽子をターゲットに衝突させて中性子を発生させるための中性子発生方法において、
陽子が２ＭｅＶ以上１１ＭｅＶ未満の陽子であり、前記ターゲットが前記１から前記３の
いずれか一つに記載の複合型ターゲットであり、該複合型ターゲットに前記陽子を真空下
で衝突させることによって核反応による中性子を発生させると共に該複合型ターゲットの
冷却機構によって該複合型ターゲットを冷却することを特徴とする中性子発生方法の構成
とした。
５．陽子発生のための水素イオン発生部と、前記水素イオン発生部で発生する陽子を加速
するための加速器と、前記加速器によって加速された陽子を照射するための陽子照射部と
、陽子を衝突させて中性子を発生させるためのターゲットと、を備え、前記加速器が線形
加速器であり、前記ターゲットが前記１から前記３のいずれか一つに記載の複合型ターゲ
ットであることを特徴とする中性子発生装置の構成とした。
６．前記線形加速器が陽子を２ＭｅＶ以上１１ＭｅＶ未満の範囲に加速することができる
線形加速器であることを特徴とする前記５に記載の中性子発生装置の構成とした。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明複合型ターゲットは、ベリリウム材料、リチウム材料、及び非金属材料を複合し
て成る複合型ターゲットに真空シールを施すと共に冷媒流路を有する冷却機構を付帯させ
る複合型ターゲットである。本発明複合型ターゲットの機能は、主要機能としての「核反
応による中性子発生」の他に、「陽子及び中性子による部材の放射化の低減」、及び「タ
ーゲットの効率的な冷却」である。本発明は、三種類の材料を複合して成る複合型ターゲ
ットであるので、上記ターゲットの機能を三種類の材料で機能分担して行うことが可能で
ある。すなわち、ベリリウム材料及びリチウム材料が持つ陽子に対する特有の性質によっ
て従来よりも比較的低エネルギーの陽子を用いて低エネルギーの中性子を発生可能である
こと、非金属材料が持つ陽子及び中性子に対する特有の性質によって陽子及び中性子によ
るターゲット等の部材の放射化を顕著に低減可能であること、非金属材料が持つ優れた熱
伝導性及び熱拡散性によってターゲットで発生する熱を速やかにターゲット表面に伝導す
ることが可能であること、ベリリウム材料、リチウム材料、及び非金属材料の複合によっ
てこれらの材料の表面積を飛躍的に向上することができるので、すなわち伝熱面積の飛躍
的な向上が可能なので、ターゲットで発生する熱を速やかにターゲット表面に伝導するこ
とが可能であること、又、伝導された熱をターゲットが付帯する冷媒流路を設けた冷却機
構によって系外に排熱することによってターゲットの効率的な冷却が可能であること、等
である。また、この効率的な冷却によって従来固体ターゲットとしての利用が困難であっ
た低融点のリチウム（融点：約１８０℃）でも利用可能であること、ターゲット材料の水
素脆化を防止できること、ベリリウム材料やリチウム材料と非金属材料の接着界面での剥
離を防止できること、非金属材料がベリリウム材料やリチウム材料の支持材及び冷却材と
して機能しうるので、従来用いられてきたベリリウム（又はリチウム）よりも薄いベリリ
ウム（又はリチウム）を用いてもベリリウム（又はリチウム）の溶断や溶融を防止できる
こと、等の効果が得られる。
【００２４】
　そして、上記の効果によって本発明複合型ターゲットを用いる中性子発生方法は、ター
ゲット等の部材の放射化を低減しつつ低エネルギーの中性子を安定的に発生しうる。
【００２５】
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　また、本発明複合型ターゲットに衝突させる陽子の発生源として、従来のシンクロトロ
ンやサイクロトロンに比べると飛躍的に小型の加速器である線形加速器を用いることが可
能であるので、本発明複合型ターゲットを用いる中性子発生装置は、ＢＮＣＴ等の医療用
中性子を発生させるための中性子発生装置として小規模の医療機関にも設置可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】図１は、実施の形態に係るターゲットが、［ベリリウム材料－炭素系材料－リチ
ウム材料－炭素系材料］の構成を有する複合型ターゲットであり、該ターゲットの表面に
真空シールが施され、該ターゲットに冷媒流路を設けた冷却機構を付帯している複合型タ
ーゲットであることを例示する断面図である。
【図２】図２は、実施の形態に係るターゲットが、ベリリウム材料、リチウム材料、及び
炭素系材料の混合物を一体成型して作られる複合型ターゲットであり、該ターゲットの表
面に真空シールが施され、該ターゲットに冷媒流路を設けた冷却機構を付帯している複合
型ターゲットであることを例示する断面図である。
【図３】図３は、実施の形態に係るターゲットが、［ベリリウム材料－炭素系材料－リチ
ウム材料－炭素系材料］の構成を有する複合型ターゲットであり、該ターゲットの表面に
真空シールが施され、該ターゲットに冷媒流路を設けた冷却機構を付帯しており、該ター
ゲットの内部にも独立の冷媒流路を有する複合型ターゲットであることを例示する断面図
である。
【図４】図４は、実施の形態に係るターゲットが、［ベリリウム材料－炭素系材料－リチ
ウム材料－炭素系材料］の構成を有する複合型ターゲットであり、該ターゲットの表面に
真空シールが施され、該ターゲットに冷媒流路を設けた冷却機構を付帯しており、該ター
ゲットの内部にも冷媒流路を設け、この冷媒流路が上記冷却機構と連結している構造を有
する複合型ターゲットであることを例示する断面図である。
【図５】図５は、実施の形態に係るターゲットが、複数個の［ベリリウム材料－炭素系材
料の複合体］及び複数個の［リチウム材料－炭素系材料の複合体］から成る構成を有する
複合型ターゲットであり、該ターゲットの表面に真空シールが施され、該ターゲットに冷
媒流路を設けた冷却機構を付帯しており、それぞれの複合体の内部にも冷媒流路が設けら
れており、この冷媒流路が上記冷却機構と連結している構造を有する複合型ターゲットで
あることを例示する断面図である。
【図６】図６は、実施の形態に係る本発明複合型ターゲットを用いた中性子発生方法を例
示する概略図である。
【図７】図７は、実施の形態に係る本発明複合型ターゲットを用いた中性子発生装置を例
示する概略図である。
【図８】図８は、比較のために従来タイプのターゲットを例示する断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下の説明においては、本発明複合型ターゲットに含まれる非金属材料の一例として炭
素系材料を挙げて説明する。本発明複合型ターゲットをベリリウム材料、リチウム材料、
及び炭素系材料を複合して成る複合型ターゲットとする主な理由は、ターゲットの機能を
上記三種類の材料で機能分担させることにある。具体的には、ターゲット材料としてベリ
リウム材料及びリチウム材料を用いるのは、主として低エネルギーの陽子との衝突によっ
て低エネルギーの中性子を発生させるためであり、ベリリウム材料は４ＭｅＶ～１１Ｍｅ
Ｖの陽子によって9Be（p,n）反応を起こさせることが可能であり、リチウム材料は２Ｍｅ
Ｖ～４ＭｅＶの陽子によって6Li（p,n）又は7Li（p,n）反応を起こさせることが可能であ
る。
【００２８】
　本発明複合型ターゲットにおけるもう一つのターゲット材料を炭素系材料とする主な理
由は、炭素系材料が金属材料に比べて陽子及び中性子による放射化を軽減するために有効
であること、放射線耐久性が比較的高いこと、熱中性子及び熱外中性子の吸収が少ないこ
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と、高速中性子の減速効果が高いこと、炭素系材料がターゲットで発生する熱を伝導及び
拡散するための熱伝導性及び熱拡散性に於いて金属材料と同様乃至それ以上に優れている
こと、比較的高融点であること、中性子の発生効率はベリリウムまたはリチウムに比べて
低いものの、陽子との核反応によって中性子の発生が可能であること、低エネルギー中性
子の安定的発生を可能にすること等の物理的性質の他に、炭素系材料が水素原子及び水素
分子を吸着するので、これによってベリリウム材料またはリチウム材料の水素化及び水素
脆化の抑制が可能であること、水素の放射性同位体であるトリチウムを吸着する、水素原
子とトリチウムとのカップリング反応を生起させるので、これによって生成するトリチウ
ム化水素を吸着する等の効果を与えるからである。
【００２９】
　本発明におけるベリリウム材料とは、周期律表における二族元素の中から選ばれたベリ
リウム元素の単一元素材料（ベリリウム元素の単体金属であり、以後、ベリリウムという
）、ベリリウム化合物、ベリリウム合金、ベリリウム金属間化合物、及びベリリウム複合
材料のことである。また、本発明におけるリチウム材料とは、周期律表における一族元素
の中から選ばれたリチウム元素の単一元素材料（リチウム元素の単体金属であり、以後、
リチウムという）、リチウム化合物、リチウム合金、及びリチウムの複合材料のことであ
る。本発明で、ベリリウム、ベリリウム化合物、ベリリウム合金、ベリリウム金属間化合
物、及びベリリウム複合材料をベリリウム材料と総称し、リチウム、リチウム化合物、リ
チウム合金、及びリチウム複合材料をリチウム材料と総称したのは、中性子発生の原理が
、特定元素における特有の核反応に基づいているからである。すなわち、ターゲットへの
加速陽子の照射による中性子発生の原理は、陽子とターゲットに含まれている特定元素の
原子との物理的な核反応に基づくものであるので、ターゲットが特定元素の化合物及び複
合材料である場合も該特定元素の単体の場合と同様の核反応によって中性子を生ずるから
である。すなわち、本発明では、ベリリウムやリチウム以外に、ベリリウム化合物、ベリ
リウム合金、ベリリウム金属間化合物、及びベリリウム複合材料、リチウム化合物、リチ
ウム合金、及びリチウム複合材料を用いることができる。ターゲット材料として上記特定
元素の化合物や複合材料を用いる場合には、該化合物や複合材料に含まれる特定元素（ベ
リリウム元素及びリチウム元素のこと）以外の元素が陽子や中性子による放射化を受けな
いような、また副生水素原子との反応によって有害物質を生じないような元素であること
が望ましい。このような元素としては、例えば、炭素、ケイ素、窒素、りん、酸素、硫黄
等を挙げることができるが、これらに限定するものではない。
【００３０】
　前記説明の如く、本発明におけるベリリウム材料とは、ベリリウム、ベリリウム化合物
、ベリリウム合金、ベリリウム金属間化合物、及びベリリウム複合材料のことである。ベ
リリウム化合物としては、例えば、酸化ベリリウム（BeO）、窒化ベリリウム（Be3N2）、
アジ化ベリリウム（BeN6）、リン化ベリリウム（BeP2）、炭化ベリリウム（Be2C）、フッ
化ベリリウム（BeF2）、塩化ベリリウム（BeCl2）、臭化ベリリウム（BeBr2）等のハロゲ
ン化ベリリウム、水酸化ベリリウム（Be(OH)2）、酢酸ベリリウム（Be(CH3CO2)2）、炭酸
ベリリウム（BeCO3）、硫酸ベリリウム（BeSO4）、硝酸ベリリウム（Be(NO3)2）、リン酸
ベリリウム（Be3(PO4)2）、ケイ酸ベリリウム（Be2SiO4）、アルミン酸ベリリウム（Be(A
lO2)2)、ニオブ酸ベリリウム（Be(NbO3)2）、タンタル酸ベリリウム（Be(TaO2)2）、各種
のケイ酸ベリリウムアルミニウム、等を挙げることができるが、これらに限定するもので
はない。ベリリウム合金としては、マグネシウムベリリウム合金、アルミニウムベリリウ
ム合金、リチウムベリリウム合金、等を挙げることができるが、これらに限定するもので
はない。ベリリウム金属間化合物の種類は、限定するものではない。また、ベリリウム複
合材料としては、メタリン酸ベリリウムガラス等のベリリウムガラス、ベリリウムガラス
を主成分として含むベリリウムガラスセラミック、酸化ベリリウムを主成分として含むベ
リリウムセラミック、ベリリウム元素を固溶しているベリリウム固溶セラミック、ベリリ
ウム原子内包フラーレン、各種ベリリウム材料どうしを複合した複合材料、等を挙げるこ
とができるが、これらに限定するものではない。ベリリウム材料の外観的形状、多孔性、
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密度、含有量、等は、限定するものではない。以上のベリリウム材料の中でベリリウム及
び酸化ベリリウムは9Be(ｐ,ｎ)反応の閾値（約４ＭｅＶ）が比較的高いものの高融点（ベ
リリウムの融点：約１２７８℃、酸化ベリリウムの融点：２５７０℃）であるので最も好
ましい。ベリリウムガラス、ベリリウムセラミック、ベリリウム原子内包フラーレンは、
ベリリウムの単体が溶出することがないので好ましい。
【００３１】
　前記説明の如く、本発明におけるリチウム材料とは、リチウム、リチウム化合物、リチ
ウム合金、リチウム金属間化合物、及びリチウム複合材料のことである。リチウム化合物
としては、例えば、酸化リチウム（Li2O）、窒化リチウム（Li3N）、炭化リチウム（Li4C
）、フッ化リチウム（LiF）、塩化リチウム（LiCl）、臭化リチウム（LiBr）、ヨウ化リ
チウム（LiI）等のハロゲン化リチウム、水酸化リチウム（LiOH）、酢酸リチウム（LiCH3
CO2）、炭酸リチウム（Li2CO3）、硫酸リチウム（Li2SO4）、硝酸リチウム（LiNO3）、リ
ン酸リチウム（Li3PO4）、ケイ酸リチウム（Li4SiO4）、アルミン酸リチウム（LiAlO2）
、ニオブ酸リチウム（LiNbO3）、タンタル酸リチウム（LiTaO2）、各種のケイ酸リチウム
アルミニウム、等を挙げることができるが、これらに限定するものではない。リチウム合
金としては、リチウムマグネシウム合金、リチウムアルミニウム合金、リチウムベリリウ
ム合金、等を挙げることができるが、これらに限定するものではない。リチウム金属間化
合物の種類は、限定するものではない。また、リチウム複合材料としては、リチウムケイ
酸塩ガラス、二ケイ酸リチウムガラス等のリチウムガラス、リチウムガラスを主成分とし
て含むリチウムガラスセラミック、酸化リチウムを主成分として含むリチウムセラミック
、リチウム元素を固溶しているリチウム固溶セラミック、リチウム原子内包フラーレン、
各種リチウム材料どうしを複合した複合材料、等を挙げることができるが、これらに限定
するものではない。リチウム材料の外観的形状、多孔性、密度、含有量、等は、限定する
ものではない。以上のリチウム材料の中でリチウムは低融点ではあるものの6Li(ｐ,ｎ)又
は7Li(ｐ,ｎ)反応の閾値（約２ＭｅＶ）が低いので最も好ましい。リチウムガラス、リチ
ウムガラスセラミック、リチウム原子内包フラーレンは、リチウムの単体が溶出すること
がないので好ましい。
【００３２】
　本発明における炭素系材料とは、周期律表における十四族元素である炭素の単一元素材
料（以下、炭素材料という）、炭素の化合物である炭素化合物、及び二種類以上の炭素材
料又は炭素化合物を組み合わせて成る炭素系複合材料のことである。そして、本発明では
これらの炭素材料、炭素化合物、及び炭素系複合材料のことを総称して炭素系材料という
。上記炭素系材料の中の炭素材料としては、例えば、等方性黒鉛材料（isotropic graphi
te materials）、結晶配向性炭素材料、多結晶ダイヤモンド（polycrystalline diamond
）、ダイヤモンドライクカーボン（diamondlike carbon）、グラッシーカーボン（glassy
 carbon）、多孔性カーボン（porous carbon）、ポリアセチレン（polyacetylene）、カ
ルビン（carbyne）、等を挙げることができるが、これらに限定するものではない。上記
炭素系材料の中の炭素化合物としては、例えば、窒化炭素、炭化ケイ素、等をあげること
ができるが、これらに限定するものではない。また、炭素系複合材料としては、例えば、
炭素繊維強化プラスチック、炭素繊維強化セラミックス等を挙げることができるが、これ
らに限定するものではない。上記炭素系材料の中で、等方性黒鉛材料及び結晶配向性炭素
材料は、バランスのとれた上記の物性を有するだけでなく、とりわけ熱伝導性及び熱拡散
性に優れており、放射性核種を生成しにくい材料であり、意外にも水素脆化を起こしにく
いという性質も有するので最も好ましい。
【００３３】
　前記本発明における等方性黒鉛材料とは、等方的な構造及び特性を有する黒鉛材料のこ
とである。一般に黒鉛材料は、成形方法の違いから、CIP材（黒鉛の原料をCold Isostati
c Press（冷間静水圧プレス）によって等方的に成形した成形体のこと）、押出材、モー
ルド材の３つの種類に分類されており、上記CIP材を焼成炭化後、黒鉛化のプロセスを経
て得られる黒鉛材料が等方的な構造及び特性を有する黒鉛材料であることから等方性黒鉛
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材料と呼ばれており、本発明においても等方性黒鉛材料のことを、等方的な構造及び特性
を有する黒鉛材料という。等方性黒鉛材料は、金属材料と同様に高い熱伝導性を有し熱伝
導性が等方的である、金属材料よりも熱拡散性が高い、放射化されにくい材料である、熱
中性子・熱外中性子の吸収が少ない、中性子減速効果が高い、放射線耐久性が高い、高融
点である（融点：約３５７０℃）、等の優れた性質を有するので最も好ましい。本発明に
おける等方性黒鉛材料は、通常、嵩密度が１.５ｇｃｍ-3～３.５ｇｃｍ-3の範囲にあるも
のが使用可能である。本発明においては、嵩密度が１.５ｇｃｍ-3未満の等方性黒鉛材料
は使用不可能ではないが、嵩密度が１.５ｇｃｍ-3未満であると炭素原子と陽子及び中性
子との衝突が不十分になることもあるので、嵩密度は１.５ｇｃｍ-3以上であることが好
ましい。また、嵩密度が３.５ｇｃｍ-3を超えると常圧下における安定相はダイヤモンド
であるので、物質として存在する黒鉛材料の嵩密度の最大値は３.５ｇｃｍ-3程度である
。本発明で用いる等方性黒鉛材料は従来の工業材料として用いられている等方性黒鉛材料
が使用可能であり、より高密度に改良された等方性黒鉛材料はより好ましい。
【００３４】
　前記本発明における結晶配向性炭素材料とは、炭素原子又は炭素分子から成る結晶性の
炭素材料であり、且つ、結晶の向きが揃っている炭素材料のことである。一般に、結晶性
とは、物質を構成する原子や分子が空間的に繰り返しパターンを持って配列していること
をいい、配向性とは、分子や結晶の向きが揃っていることをいうので、本発明における結
晶配向性もこの定義に従う。すなわち、本発明における結晶配向性炭素材料とは、炭素原
子又は炭素分子から成る結晶性の炭素材料であり、且つ、結晶の向きが揃っている炭素材
料のことである。本発明における結晶配向性炭素材料としては、単結晶黒鉛（single cry
stalline graphite）、高配向熱分解黒鉛（ＨＯＰＧ：highly-oriented pyloritic graph
ite）、カーボンファイバー（carbon fibers）、カーボンナノファイバー（carbon nanof
ibers）、気相成長炭素繊維（ＶＧＣＦ：vapor-grown carbon fibers）、カーボンウイス
カー（carbon whiskers）、カーボンナノチューブ類（carbon nanotubes）、フラーレン
類（fullerenes）、グラフェン類（graphenes）、単結晶ダイヤモンド（single crystall
ine diamond）、エピタキシャルダイヤモンド（epitaxial diamond）、等を挙げることが
できるが、これらに限定するものではない。単結晶黒鉛は、炭素原子の六員環（一部に五
員環を含む場合も含まれる）が平面的に連なったハニカム形状の層（グラファイト層と言
う）が、弱いファンデルワールス力で結合して層状構造を形成し、この層状構造が結晶の
如く規則性をもって配列しており、グラファイト層の面（以下、グラファイト面と言う）
が秩序よく同一の方向に向いている。ＨＯＰＧは、単結晶黒鉛のような完全な結晶配向性
ではないものの単結晶黒鉛に類似するような高い結晶配向性を有する黒鉛材料である。カ
ーボンファイバー、カーボンナノファイバー、ＶＧＣＦ、及びカーボンウイスカーは、黒
鉛の微結晶が繊維状に凝集しておりその繊維軸方向にグラファイト層が配向している黒鉛
材料である。カーボンナノチューブ類は、分子の中心に円筒状の中空がありこの中空を覆
うように一層乃至複数層の円筒状のグラファイト層で構成されている炭素材料である。フ
ラーレン類は、炭素原子の六員環及び五員環から成る多面体形状の結晶性炭素材料である
。グラフェン類は、分子が一層乃至数層の平面状のグラファイト層から構成されている炭
素材料である。単結晶ダイヤモンドは、ダイヤモンドの結晶構造が途切れることなく連続
しているダイヤモンドである。エピタキシャルダイヤモンドは、基板となる結晶の上にダ
イヤモンドの結晶を成長させた薄膜状のダイヤモンド結晶であり、その結晶成長が、下地
の基板の結晶面に揃えて配列しているダイヤモンドである。上記本発明における結晶配向
性炭素材料のうち、単結晶黒鉛は、通常、グラファイト面における熱伝導率の値が、１５
００Ｗｍ-1Ｋ-1、熱拡散率（熱容量当たりの熱伝導率）が、３.４ｍ2ｈ-1程度である。一
方、熱伝導性の高い金属材料としてよく知られている銅の熱伝導率は、４００Ｗｍ-1Ｋ-1

であり、熱拡散率は、０.４２ｍ2ｈ-1程度である。したがって、本発明における結晶配向
性炭素材料のうち、単結晶黒鉛や単結晶黒鉛に準ずる結晶配向性を有するＨＯＰＧ、カー
ボンファイバー、カーボンナノファイバー、ＶＧＣＦ、カーボンウイスカー、カーボンナ
ノチューブ類、フラーレン類、及びグラフェン類は、ターゲットで発生する熱をグラファ
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イト面に沿って速やかに伝導・拡散させるので、より好ましい。また、単結晶ダイヤモン
ドは、熱伝導率の値が、２３００Ｗｍ-1Ｋ-1、熱拡散率が、４.６ｍ2ｈ-1程度である。し
たがって、本発明における結晶配向性炭素材料のうち、単結晶ダイヤモンドや結晶配向性
が単結晶ダイヤモンドに準ずるエピタキシャルダイヤモンドは、ターゲットで発生する熱
を等方的（３次元的）に速やかに伝導・拡散させるので、より好ましい。本発明における
結晶配向性炭素材料は、通常、嵩密度が１.５ｇｃｍ-3～３.５ｇｃｍ-3の範囲にあるもの
が使用可能である。本発明においては、嵩密度が１.５ｇｃｍ-3未満の結晶配向性炭素材
料は使用不可能ではないが、嵩密度が１.５ｇｃｍ-3未満であると炭素原子と陽子及び中
性子との衝突が不十分になることもあるので、嵩密度は１.５ｇｃｍ-3以上であることが
好ましい。また、嵩密度が３.５ｇｃｍ-3を超えると常圧下における安定相はダイヤモン
ドであるので、物質として存在する炭素材料の嵩密度の最大値は３.５ｇｃｍ-3程度であ
る。本発明で用いる結晶配向性炭素材料は、従来の工業材料として用いられている結晶配
向性炭素材料が使用可能であり、より高密度に改良された結晶配向性炭素材料はより好ま
しい。
【００３５】
　本発明における炭素系材料は、通常、嵩密度が１.５ｇｃｍ-3～３.５ｇｃｍ-3の範囲に
あるものが使用可能である。本発明においては、嵩密度が１.５ｇｃｍ-3未満の炭素系材
料は使用不可能ではないが、嵩密度が１.５ｇｃｍ-3未満であると炭素原子と陽子及び中
性子との衝突が不十分になることもあるので、嵩密度は１.５ｇｃｍ-3以上であることが
好ましい。また、嵩密度が３.５ｇｃｍ-3を超えると常圧下における安定相はダイヤモン
ドであるので、物質として存在する炭素系材料の嵩密度の最大値は３.５ｇｃｍ-3程度で
ある。本発明で用いる炭素系材料は、従来の工業材料として用いられている炭素系材料が
使用可能であり、より高密度に改良された炭素系材料はより好ましい。
【００３６】
　また、本発明における炭素系材料は、炭素材料の中の少なくとも等方性黒鉛材料及び結
晶配向性炭素材料のいずれか一つの材料を含有する炭素系材料とすることができる。すな
わち、炭素系材料の中で好ましい等方性黒鉛材料又は結晶配向性炭素材料をそれぞれ単独
で用いることが可能であり、等方性黒鉛材料及び結晶配向性炭素材料を複合させて成る複
合炭素系材料とすることも可能であり、等方性黒鉛材料又は結晶配向性炭素材料と他の炭
素系材料を複合させて成る複合炭素系材料とすることも可能である。複合させるための等
方性黒鉛材料及び結晶配向性炭素材料以外の炭素系材料は、一つでもよいし複数でもよい
。このような炭素系材料としては、例えば、前記に挙げた多結晶ダイヤモンド、ダイヤモ
ンドライクカーボン、グラッシーカーボン（glassy carbon）、多孔性カーボン（porous 
carbon）、ポリアセチレン（polyacetylene）、カルビン（carbyne）、窒化炭素、炭化ケ
イ素、等を挙げることができるが、これらに限定するものではない。例えば、等方性黒鉛
材料と他の炭素系材料の複合は、等方性黒鉛材料の成形体と他の炭素系材料の成形体の積
層、等方性黒鉛材料と他の炭素系材料の混合、等方性黒鉛材料と他の炭素系材料の化合、
等によって行うことができる。等方性黒鉛材料の成分比率は、特に限定するものではない
が、通常５０％以上である。こうすることによって、等方性黒鉛材料と他の炭素系材料の
好ましい協働効果を与えることが可能である。例えば、等方性黒鉛材料と熱伝導性に優れ
たダイヤモンドやカーボンナノチューブ類の複合は、これらの材料を混合することによっ
てターゲットの熱伝導性と熱拡散性をさらに向上させることが可能である。また、例えば
、結晶配向性炭素材料と等方性黒鉛材料の複合は、これらの材料を交互に積層することに
よって、熱伝導を等方的にすることが可能である。
【００３７】
　本発明における炭素系材料は、使用に際しての機械的強度等を向上させるために、所望
に応じて、適宜、補強材の添加が可能である。補強材としては、放射化されにくい材料で
あることが好ましい。このような材料としては、例えば、エポキシ樹脂、ガラス繊維、各
種のセラミック材料を挙げることができるが、これらに限定するものではない。
【００３８】
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　ターゲットで発生する中性子の平均エネルギーは、入射陽子のエネルギーの約５分の１
であることが知られている（非特許文献１）。したがって、例えば、８ＭｅＶの陽子をベ
リリウム材料に衝突させて発生させる中性子の平均エネルギーは約１.６ＭｅＶであり、
３ＭｅＶの陽子をリチウム材料に衝突させて発生させる中性子の平均エネルギーは約０.
６ＭｅＶであることが予想される。この中性子の平均エネルギー値は、高速中性子のエネ
ルギー範囲であるので、上記発生中性子をＢＮＣＴ等の医療用に用いるためには、減速材
によって熱中性子または熱外中性子のエネルギーにまで減速させる必要がある。軽水（H2
O）、重水（D2O）、ベリリウム（Be）、酸化ベリリウム（BeO）、及び黒鉛（C）等の炭素
系材料は、鉄などの鉄系金属、銅などの非鉄金属、及びタングステン等の重金属が中性子
を減速する性質をほとんど示さないことに比べて、中性子減速比（中性子の減速能の値を
中性子の吸収能で割った値であり、この値が大きいほど良い減速材である）が上記金属の
減速比の１０００倍以上大きいことから、原子炉等の中性子減速材として一般的に使用さ
れている。中でも黒鉛材料等の炭素系材料は、軽水の中性子減速比よりも大きく、また中
性子減速距離（高速中性子が減速して熱中性子になるまでの移動距離でありフェルミ年齢
τｃｍ2の平方根として与えられる）が、約２０ｃｍと比較的短いことから（軽水の中性
子減速距離の約４倍、重水の中性子減速距離の約２倍）（非特許文献２）、本発明で用い
る黒鉛材料等の炭素系材料は、本発明複合型ターゲットで発生する中性子をターゲット内
で減速するための中性子減速材としても効果的に機能する。
【００３９】
　また、黒鉛材料等の炭素材料は、水と同様の中性子透過性を有するものと予想されるこ
とから、黒鉛材料等の炭素材料中の中性子透過率（I/I0：入射中性子の強さに対する透過
後の中性子の強さの比率）は、水の中性子透過率の測定データ（I/I0＝10-0.08T、ここで
Tｃｍは中性子の透過距離であり、入射中性子は１ＭｅＶである）（非特許文献３）に基
づき、例えば、黒鉛材料等の炭素材料の厚みを３ｃｍとすると中性子透過率は、約６０％
であると見積もられるので、約４０％の高速中性子の透過を抑止できることが予想される
。したがって、例えば、本発明複合型ターゲットに用いる黒鉛材料等の炭素材料の厚みを
２０ｃｍ以上とすると、高速中性子の透過をほぼ完全に抑止し、熱中性子及び熱外中性子
として得られることが予想される。
【００４０】
　本発明における複合とは、三種類の異なる材料、本発明ではベリリウム材料、リチウム
材料）、及び非金属材料のことである、を一体的に組み合わせることをいう。そして複合
の具体的な態様としては、例えば、ベリリウム材料、リチウム材料、及び炭素系材料を積
層させることによって一体化すること、これらの材料を混合することによって一体化する
こと、これらの材料を化合させることによって一体化すること、これらの材料を相溶化さ
せることによって一体化すること、これらの材料を表面処理することによって一体化する
こと、片方の材料に片方の材料の微粒子を分散することによって一体化すること、片方の
材料に片方の材料を接着することによって一体化すること、片方の材料に片方の材料を塗
布することによって一体化すること、等を挙げることができるが、これらに限定するもの
ではない。また、複合に際して、各材料間に組成傾斜構造を施すことができる。　
【００４１】
　本発明複合型ターゲットの材料構成の一つの例は、［ベリリウム材料－炭素系材料－リ
チウム材料－炭素系材料］の一体構成を有する複合型ターゲットである。この構成を有す
る複合型ターゲットは、該ベリリウム材料面を加速陽子の方向に向けることによってベリ
リウム材料中を通過時にベリリウム材料の閾値（約４ＭｅＶ）を超える陽子によって中性
子を発生させ、続いてベリリウム材料を通過した陽子がリチウム材料中を通過時にリチウ
ム材料の閾値（約２ＭｅＶ）を超える陽子によって更に中性子を発生させることが可能で
ある。したがって、ベリリウムだけから成るターゲットよりもより多くの中性子を発生す
ることが可能である。また、ベリリウム材料を通過した陽子によって発生する中性子には
、トリチウムのような放射性の核反応物質が含有されないので、リチウムだけから成るタ
ーゲットよりも高品質の中性子を発生させることができる。
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【００４２】
　本発明複合型ターゲットの材料構成の一つの例は、複数個の［ベリリウム材料－炭素系
材料の複合体］及び複数個の［リチウム材料－炭素系材料の複合体］を積層させた構成を
有する複合型ターゲットである。この構成を有する複合型ターゲットは、前記の複合型タ
ーゲットと同様にベリリウム材料だけから成るターゲットよりもより多くの中性子を発生
させることが可能である。
【００４３】
　本発明複合型ターゲットの材料構成の一つの例は、ベリリウム材料、リチウム材料、及
び炭素系材料を混合することによって一体化した混合体とする複合型ターゲットである。
この構成を有する複合型ターゲットは、ベリリウム材料による中性子発生とリチウム材料
による中性子発生が同時系列的に起きるので、ベリリウム材料単独の場合の中性子発生量
よりもより多くの中性子を発生することが可能である。
【００４４】
　本発明複合型ターゲットにおいては、ベリリウム材料、リチウム材料、及び炭素系材料
の複合によってこれらの材料の表面には界面が形成される。ターゲットで発生する熱の排
熱は原理的に材料界面での熱伝導や熱拡散によって行われるので、本発明におけるベリリ
ウム材料、リチウム材料、及び炭素系材料の複合は、好ましい。界面としては単純な平面
形状や複雑な種々の形状が形成されるが、曲面形状や凹凸形状の界面は平面に比べて表面
積が大きいので好ましい。例えば、粉末状のベリリウム材料や粉末状のリチウム材料と粉
末状の炭素系材料の混合物を成形して作られるターゲットでは、該材料の粒径に依存して
材料の比表面積をバルク状の材料の表面積よりも大きくすることができるので、材料界面
での熱伝導性や熱拡散性を向上させることが可能である。例えば、ベリリウム材料やリチ
ウム材料と炭素系材料の化合を含むターゲットでは、両材料の界面を介した直接的な熱伝
導を行うことが可能である。また、ターゲットやターゲット材料の表面処理によってター
ゲット表面やターゲット材料の表面に曲面形状や凹凸形状を施すことが可能なので、これ
によってターゲットの表面積をその平面積よりも大きくすることが可能であり、材料界面
での熱伝導性や熱拡散性を向上させることが可能である。このようにして、熱伝導や熱拡
散によって速やかにターゲット表面に伝導された熱は、ターゲットの側面、内部、又は底
面に設けられた間接的又は直接的な冷却機構によって、系外への実際上の排熱が可能にな
り、それによってターゲットの冷却が可能になるわけである。なお、上記ターゲットの比
表面積とは単位質量の材料が有する表面積のことであり、ターゲットを構成するベリリウ
ム材料、リチウム材料、及び炭素系材料の比表面積の総和である。また、ターゲットの平
面積とはターゲットの表面をその平行面に投影した時の面積のことである。また、ベリリ
ウム材料、リチウム材料、及び炭素系材料の複合による効果としてベリリウム材料やリチ
ウム材料と炭素系材料の接着性の向上、界面における熱応力の緩和、界面における剥離の
防止、系外への水素拡散の向上、等の効果が与えられる。
【００４５】
　前記説明のように本発明複合型ターゲットはベリリウム材料やリチウム材料と炭素系材
料の複合によってターゲットの比表面積をその平面積よりも大きくすることが可能である
。積極的にターゲットの比表面積の拡大をはかるときのめやすは、好ましくはターゲット
の平面積の２倍以上である。ターゲットの比表面積が平面積の２倍以上であればターゲッ
ト表面への熱伝導が速くなるのでターゲット表面に排熱のための大きな伝熱板を設けなく
ても効率的な排熱が可能であるので好ましい。例えば、ベリリウム材料やリチウム材料の
表面にレーザーアブレーションなどの表面加工法を用いて凹凸形状や溝を施すことによっ
て容易に比表面積を２倍以上にすることが可能である。粉末状のベリリウム材料やリチウ
ム材料を粉末状の炭素系材料に分散させターゲット状に成形することによって比表面積を
１００倍程度大きくすることが可能である。また、触媒調整のための含浸法などを用いて
炭素系材料の細孔にベリリウム材料やリチウム材料の微粒子を分散（又は担持ともいう）
させることによって比表面積を１０００倍程度大きくすることが可能である。
【００４６】
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　本発明複合型ターゲットの成形方法としては、例えば、ベリリウム材料やリチウム材料
と炭素系材料を積層させてターゲットに成形する、ベリリウム材料やリチウム材料や炭素
系材料の表面に凹凸形状を施しターゲットに成形する、粉末状のベリリウム材料やリチウ
ム材料と粉末状の炭素系材料の混合物をターゲットに成形する、多孔性の炭素系材料にベ
リリウム材料やリチウム材料の微粒子を分散させこれをターゲットに成形する、粉末状の
炭素系材料にベリリウム材料やリチウム材料をコーティングしこれをターゲットに成形す
る、ベリリウム材料やリチウム材料と炭素系材料を化合させることによって接着させこれ
をターゲットに成形する、等を挙げることができるがこれらに限定するものではない。例
えば、ベリリウム材料やリチウム材料や炭素系材料の表面に凹凸形状を施したものをター
ゲットに成形することによってターゲットの比表面積を平面積の数倍程度大きくすること
が可能である。また、粉末状の材料はバルク材料の比表面積よりも格段に大きいので、粉
末状のベリリウム材料やリチウム材料と粉末状の炭素系材料の混合物をターゲットに成形
することによってターゲットの比表面積を平面積の１００倍程度向上させることが可能で
ある。同様の理由により炭素系材料にベリリウム材料やリチウム材料の微粒子を分散させ
たものをターゲットに成形することによってターゲットの比表面積を平面積の１０００倍
程度大きくすることが可能である。また、ターゲット表面に溝や凹凸形状を施すことも可
能である。これによって、ターゲットの表面積を大きくし、表面における過度の熱集中の
抑制と熱応力による両材料の剥離を防止することが可能である。
【００４７】
　本発明複合型ターゲットにおけるターゲット材料の複合の方法は、複合形態や用いる材
料の種類や厚み等に応じて適宜決められるものであり、特定の加工方法に限定するもので
はない。例えば、ベリリウム材料と炭素系材料の積層による複合は、ホットプレス、ＨＩ
Ｐ処理（熱間静水圧成形：Hot-Isostatic-Pressing）、蒸着等によって行うことができる
。比較的厚いベリリウム材料と炭素系材料を積層する場合には、ホットプレスやＨＩＰ処
理が好ましく、比較的薄いベリリウム材料と炭素系材料を積層する場合には、蒸着が好ま
しい。ベリリウム材料と炭素系材料のホットプレスは、通常、２００℃～常圧におけるベ
リリウム材料の融点までの温度下、１０3キロパスカル～１０5キロパスカルの圧力下で行
うことができ、ＨＩＰ処理は、通常、１００℃～常圧におけるベリリウム材料の融点まで
の温度下、１０4キロパスカル～１０6キロパスカルの圧力下で行うことができ、蒸着は、
炭素系材料基板の温度が室温～ベリリウム材料の融点までの温度下、１０-3パスカル～１
０-6パスカルの圧力下で行うことができる。例えば、ベリリウムと炭素系材料を９００℃
以上のＨＩＰ処理によって積層することによって、接合界面にベリリウムカーバイドを生
じさせることができるので、これによって接着力を向上させることができる。また、例え
ば、リチウム材料と炭素系材料の積層による複合は、ホットプレス、ＨＩＰ処理、蒸着等
によって行うことができる。比較的厚いリチウム材料と炭素系材料を積層する場合には、
ホットプレスやＨＩＰ処理が好ましく、比較的薄いリチウム材料と炭素系材料を積層する
場合には、蒸着が好ましい。リチウム材料と炭素系材料のホットプレスは、通常、室温（
２３℃）～常圧におけるリチウム材料の融点までの温度下、１０3キロパスカル～１０5キ
ロパスカルの圧力下で行うことができ、ＨＩＰ処理は、通常、室温～常圧におけるリチウ
ム材料の融点までの温度下、１０4キロパスカル～１０6キロパスカルの圧力下で行うこと
ができ、蒸着は、炭素系材料基板の温度が室温～リチウム材料の融点までの温度下、１０
-3パスカル～１０-6パスカルの圧力下で行うことができる。材料表面の凹凸処理は、例え
ばレーザーアブレーション、エッチング、鋳型成形、等の従来の方法によって可能である
。ベリリウム材料やリチウム材料の炭素系材料へのコーティングは、例えばＣＶＤ法（化
学蒸着法：chemical vapor deposition）によって可能である。ベリリウム材料やリチウ
ム材料の微粒子の炭素系材料への担持は、例えば触媒調整のための含浸法によって可能で
ある。ＣＶＤ法によるコーティングは、例えば、気体状のベリリウム材料（又はリチウム
材料）の前駆物質を不活性雰囲気中の高温下にある炭素系材料の表面に通過させ、前駆物
質の熱分解によってベリリウム材料（又はリチウム材料）を析出させる方法によって行う
ことができる。含浸法によるベリリウム材料（又はリチウム材料）の微粒子の炭素系材料
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への担持は、例えば、ベリリウム材料（又はリチウム材料）の前駆物質の水溶液を多孔性
の炭素系材料に含浸後、還元性雰囲気中で焼成することによってベリリウム材料やリチウ
ム材料の微粒子を炭素系材料の細孔に担持させることによって行うことができる。材料の
粉末化は、例えば機械的粉砕、凍結粉砕、プラズマ微粒化、スプレードライ法、等の従来
の方法によって可能である。混合材料をターゲット形状に成形加工する際には必要に応じ
て適宜、バインダーや焼結助材を添加することが可能である。バインダーや焼結助材は、
陽子、中性子による放射化を受けないような材料であることが好ましい。このようなバイ
ンダーや焼結助材としては、例えば、シリカ、シリカアルミナ等のセラミックス、ケイ酸
塩、低融点ガラス等のペースト材料を挙げることができるが、これらに限定するものでは
ない。
【００４８】
　本発明複合型ターゲットの複合による成形体の作製は、上記と同様、複合形態や用いる
材料の種類や厚み等に応じて適宜決められるものであり、特定の加工方法に限定するもの
ではない。例えば、ベリリウム材料やリチウム材料と炭素系材料の複合体を複数個積層し
たターゲットは、炭素系材料上にベリリウム材料やリチウム材料を蒸着することによって
作製されるシートや、炭素系材料に厚みの薄いベリリウム材料やリチウム材料を圧延接着
して作成されるシートを、ベリリウム材料やリチウム材料と炭素系材料が交互に接するよ
うに積層し、ホットプレスやＨＩＰ処理等によってターゲット形状に圧着成形することに
よって作製することができる。また、上記複合体を複数個積層する際に、各層ごとの冷却
を行うために各積層間に冷媒流路を有する炭素系材料の層を接合することも可能である。
【００４９】
　本発明複合型ターゲットにおけるベリリウム材料及びリチウム材料の厚さは、陽子の衝
突による中性子発生反応を炭素系材料にも分担させることが可能なので、特に限定するも
のではないが、ベリリウム材料やリチウム材料中での陽子の理論的飛程よりもかなり薄く
することができる。なぜなら、炭素系材料がベリリウム材料とリチウム材料の支持材及び
冷却材として機能するからである。また、上記理由により各材料が負担する熱負荷を軽減
されるからである。上記理論的飛程は、陽子の入射エネルギーと物質の阻止能によって計
算できる。例えば、ターゲット材料がベリリウムの場合、１１ＭｅＶの陽子のベリリウム
中での理論的飛程は、約０.９４ｍｍであるので、従来のベリリウムだけから構成されて
いるターゲットの場合には、１ｍｍ以上の厚みが必要であった。しかし、本発明ターゲッ
トにおけるベリリウムは、１ｍｍよりもかなり薄くすることが可能である。本発明ターゲ
ットにおけるベリリウム材料がベリリウムである場合のベリリウムの厚さは、好ましくは
、０.０１ｍｍ以上であり１ｍｍ未満である。さらに好ましくは、ベリリウムの厚さは０.
１ｍｍ以上であり０.５ｍｍ以下である。ベリリウムの厚さが０.０１ｍｍ未満であると耐
熱性が著しく低下するので０.０１ｍｍ以上であることが好ましい。また、陽子の衝突に
よる核反応の一部をベリリウムで分担させるためには、ベリリウムの厚さは１ｍｍ未満で
あることが好ましい。同様にしてターゲット材料がリチウムの場合、１１ＭｅＶの陽子の
リチウム中での理論的飛程は、約２ｍｍであるので、従来のリチウムだけから構成されて
いるターゲットの場合には、２ｍｍ以上の厚みが必要であった。しかし、本発明複合型タ
ーゲットにおけるリチウム材料がリチウムである場合のリチウムの厚みは、２ｍｍよりも
かなり薄くすることが可能である。本発明複合型ターゲットにおけるリチウムの厚さは、
好ましくは、０.０１ｍｍ以上、１ｍｍ以下である。さらに好ましくは、０.０５ｍｍ以上
０.５ｍｍ以下である。リチウムの厚さが０.０１ｍｍ未満であると耐熱性が低下するので
０.０１ｍｍ以上であることが好ましい。また、陽子の衝突による反応の一部をリチウム
で分担させるためにはリチウムの厚さは１ｍｍ以下であることが好ましい。耐熱性を維持
し、且つ陽子の衝突による核反応の一部をリチウムで分担させるためには、リチウムの厚
さは０.０５ｍｍ以上であり０.５ｍｍ以下であることがより好ましい。
【００５０】
　本発明複合型ターゲットは、ベリリウム材料やリチウム材料に対する炭素系材料の厚さ
方向の比率を限定するものではない。本発明複合型ターゲットは、当該比率を用いるター
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ゲット材料や照射陽子の加速エネルギーに応じて適宜設定することができるが、通常は、
炭素系材料の厚さをベリリウム材料やリチウム材料の厚さの１０倍以上に設定する。この
主な理由は、炭素系材料の中性子発生効率が、通常、ベリリウム材料やリチウム材料の中
性子発生効率に比べて一ケタ以上小さいことによる。
【００５１】
　本発明複合型ターゲットは、前記複合型ターゲットに真空シールを施すと共に冷媒流路
を有する冷却機構を付帯する。ターゲットに真空シールを施すことの主な理由は、本発明
ではターゲットへの陽子照射を真空下で行うので、真空下でのターゲットの取扱・操作を
行うためである。また、真空シールを施すことによる副次的な効果としての大気に接触す
ることによる酸化性の雰囲気での酸化劣化を防止するためである。上記真空シールは、複
合型ターゲットが大気と接する部分だけのシールであってもよいし、あるいは複合型ター
ゲット全体のシールであってもよい。真空シールのためのシール材料は、特に限定するも
のではないが、軽金属材料や非金属材料は重金属類に比べて放射化されにくい性質を持つ
ので好ましい。軽金属材料としては、例えば、マグネシウム、アルミニウム、スズ、亜鉛
、ケイ素、これらの軽金属材料の合金、各種のセラミック材料、等を挙げることができる
が、これらに限定するものではない。また、非金属材料としては、例えば、ガラス、エポ
キシ樹脂、ガラス繊維強化プラスチック、等を挙げることができるが、これらに限定する
ものではない。また、陽子線を照射する側のターゲット表面に炭素系材料層を施すことに
よって、中性子を発生するベリリウム層やリチウム層がターゲット表面から剥離する可能
性を防止することができる。この場合、炭素系材料層の厚みは、陽子線の透過を大きく妨
害しない程度の厚みであるのがよい。
【００５２】
　また、本発明複合型ターゲットに冷媒の流路を有する冷却機構を付帯させる目的は、タ
ーゲットで発生する熱を実際上、効率的に系外に排熱することによってターゲットを冷却
するためである。上記冷却機構を複合型ターゲットに設ける箇所は、特に限定するもでは
なく、材料構成や必要とする冷却性能等に応じて適宜決められるものである。例えば、ベ
リリウム材料やリチウム材料と炭素系材料を積層させて成るターゲットの場合には、ター
ゲットの側部に冷却機構を設けることもできるし、ターゲットの底部に冷却機構を設ける
こともできるし、炭素系材料やベリリウム材料の内部に冷媒流路を施すこともできる。例
えば、ベリリウム材料、リチウム材料及び炭素系材料を交互に積層させて成るターゲット
の場合には、各層ごとの冷却を行うために、炭素系材料の内部に冷媒流路を施し、ターゲ
ットの側部に共通の冷媒流路を有する冷却機構を設けることが好ましい。複合型ターゲッ
トの側部に冷却機構を設ける場合には、必要に応じて熱伝導性の高い伝熱板を介して水冷
することが可能である。複合型ターゲットの底部に冷却機構を設ける場合には、中性子に
よる放射化の問題が殆ど生じないような材料を用いることが好ましい。このような材料と
しては、例えば本発明における炭素系材料を挙げることができる。冷媒流路に用いる冷媒
としては、例えば、冷却水等の液体、ヘリウムガス等の熱伝導率の高い気体を用いるのが
好ましい。また、本発明複合型ターゲットは、ターゲットと冷却機構が一体化したカート
リッジ型構造とすることが可能である。こうすることによって、ターゲットで発生した熱
を効率的に系外に排熱することが可能であり、ターゲットの劣化に際して、新品との着脱
交換を遠隔操作によって簡易に行うことが可能である。また、これらの効果によって、本
発明複合型ターゲットは、ターゲットの熱問題を解決し、ターゲット等の部材の放射化を
低減しつつ低エネルギーの中性子を安定的に発生しうる。
【００５３】
　陽子とターゲットの衝突による中性子発生方法においては、ターゲットで発生する熱を
如何にして効率的に排熱するかが非常に重要である。通常、ターゲットの単位表面積当た
りの熱負荷の最大値は陽子の出力をターゲットの表面積で割った値とみなされるので、タ
ーゲット表面からの排熱能力は、ターゲットの熱負荷以上に設計しなければならない。例
えば、ＢＮＣＴ等の医療用の中性子を発生させるために必要な陽子の出力は少なくとも３
０ｋＷ程度であると試算されているので、例えばターゲットの表面積が３０ｃｍ2である
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とすると熱負荷は１０ＭＷｍ-2にもなる。陽子の出力は、出力が高いほど中性子の発生線
量が多くなるので、可能な限り高い値に設定することに越したことはないのであるが、従
来は一種類のターゲット材料を用いていたので、例えば、出力３０ｋＷの陽子線を表面積
３０ｃｍ2のターゲット材料に照射する場合には、ターゲット材料表面の水冷による直接
冷却が困難であるために、ターゲット材料よりも表面積の大きい金属製の伝熱板を介した
冷却法が提案されている（特許文献６）。しかし、この方法ではリチウム等の融点の低い
材料を用いた固体ターゲットの使用は殆ど困難であった。これに対して、前記説明のよう
に、ベリリウム材料、リチウム材料、及び炭素系材料の複合に成る本発明複合型ターゲッ
トは、炭素系材料による速やかな熱伝導及び熱拡散が可能であるので、陽子の出力を従来
の出力値よりも大きくすることが可能であり、例えば１００ｋＷ程度の出力の陽子でも使
用可能である。本発明複合型ターゲットは、上記のようなターゲットの熱問題を解決する
ために非常に有効である。
【００５４】
　本発明複合型ターゲットを用いて発生させることができる中性子は、熱中性子乃至熱外
中性子を多く含む低エネルギー中性子である。低エネルギー中性子とは、有害且つ放射化
能の高い高速中性子が低減された中性子のことである。高速中性子は、熱中性子又は熱外
中性子に比べてエネルギーが二桁以上高いので生物学的に有害であり且つ放射化能が極め
て高い。中性子の種類には、高速中性子（速中性子ともいう）、熱外中性子、熱中性子、
及び冷中性子があるが、これらの中性子は、エネルギー的に明確に区分されているもので
はなく、炉物理、遮へい、線量計測、分析、医療などの分野によってエネルギー区分が異
なる。例えば、原子力防災基礎用語によれば、「速中性子とは、中性子のうち、大きな運
動量をもつものを速中性子（高速中性子）とよび、炉物理、遮へい、線量計測などの分野
によってこの値は異なるが、０.５ＭｅＶ以上を速中性子というのが一般的である」と記
述されている。また、医療分野では、熱外中性子とは、１ｅＶ～１０ｋｅＶの範囲の中性
子というのが一般的であり、熱中性子とは、０.５ｅＶ以下の中性子というのが一般的で
ある。本発明でいう低エネルギー中性子とは、０.５ＭｅＶ以上の高速中性子が低減され
た中性子のことをいう。本発明で用いる加速エネルギーが２ＭｅＶ以上４ＭｅＶ以下の陽
子を本発明複合型ターゲットに照射すると、平均エネルギーが０.３ＭｅＶ程度の中性子
を発生することができる。また、本発明で用いる加速エネルギーが４ＭｅＶ以上８ＭｅＶ
以下の陽子を本発明複合型ターゲットに照射すると、０.５ＭｅＶ以上の高速中性子の発
生量を、従来のベリリウムだけのターゲットに比べて少なくとも３０％程度低減可能であ
る。
【００５５】
　本発明複合型ターゲットを用い、これに２ＭｅＶ以上１１ＭｅＶ未満の陽子を真空下で
衝突させることによって中性子を発生させることが可能である。真空下で陽子を複合型タ
ーゲットに衝突させるのは、照射陽子の強度低下の防止や大気汚染防止のためである。し
たがって高真空であることに越しこしたことはないのであるが、通常、真空度は、１０-4

パスカル～１０-8パスカルの範囲である。また、照射陽子の加速エネルギーを２ＭｅＶ以
上１１ＭｅＶ未満とするのは、高速中性子が低減された低エネルギー中性子を発生させる
ためである。上記陽子の加速エネルギーは、本発明複合型ターゲットを構成しているター
ゲット材料の種類によって適宜設定する必要がある。ベリリウム材料を多く含む複合型タ
ーゲットを用いる場合の照射陽子の加速エネルギーは、好ましくは４ＭｅＶ以上１１Ｍｅ
Ｖ以下であり、さらに好ましくは６ＭｅＶ以上８ＭｅＶ以下である。それは、9Be(ｐ,ｎ)
反応の閾値が約４ＭｅＶであるので、陽子の加速エネルギーが４ＭｅＶ未満であると中性
子の発生効率が著しく低下するので、本発明において使用する陽子の加速エネルギーは４
ＭｅＶ以上であることが好ましいからである。また、陽子の加速エネルギーが１１ＭｅＶ
を超えるとターゲット等の部材の放射化が著しくなるだけでなく高速中性子の発生が多く
なるので、陽子の加速エネルギーは１１ＭｅＶ以下であることが好ましい。有害且つ放射
化能の高い高速中性子が低減された低エネルギー中性子を発生させるためにより好ましい
陽子は、６ＭｅＶ以上８ＭｅＶ以下である。また、リチウム材料を多く含む複合型ターゲ
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ットを用いる場合の照射陽子の加速エネルギーは、好ましくは２ＭｅＶ以上４ＭｅＶ以下
である。それは、6Li(ｐ,ｎ)又は7Li(ｐ,ｎ)反応の閾値が約２ＭｅＶであるために陽子の
加速エネルギーが２ＭｅＶ未満であると中性子の発生効率が著しく低下するので、本発明
において使用する陽子の加速エネルギーは２ＭｅＶ以上であることが好ましいからである
。また、陽子の加速エネルギーが４ＭｅＶを超えるとターゲット等の部材の放射化が著し
くなるだけでなく高速中性子やトリチウム等の放射性核反応物質の発生が多くなるので、
陽子の加速エネルギーは４ＭｅＶ以下であることが好ましいからである。有害且つ放射化
能の高い高速中性子や放射性核反応物質が低減された低エネルギー中性子を発生させるた
めにより好ましい陽子は、２ＭｅＶ以上４ＭｅＶ以下である。
【００５６】
　本発明複合型ターゲットと、陽子発生のための水素イオン発生部と、水素イオン発生部
で発生する陽子を加速するための加速器と、加速器によって加速された陽子をターゲット
に照射するための陽子照射部とを備えた中性子発生装置によって中性子を発生することが
可能である。前記水素イオン発生部は、水素イオンを発生させるための水素イオン発生器
を設けている。水素イオン発生器は、特に限定するものではなく、従来の水素イオン発生
器を用いることができる。発生水素イオンは、陽子を加速するための加速器に送られる。
前記加速器として線形加速器を設け、前記ターゲットとして本発明複合型ターゲットを用
い、複合型ターゲットを前記陽子照射部に配置した中性子発生装置とすることができる。
前記加速器として線形加速器を用いる理由は、ＢＮＣＴ等の中性子治療のためには、熱中
性子乃至熱外中性子の発生量を多くするほうがよいので、そのためには、陽子の加速エネ
ルギーを低くする一方、大電流の陽子を発生させることができる線形加速器が非常に適し
ているからである。従来は、加速器としてシンクロトンやサイクロトロンのような大型の
加速器を用いていたために陽子の加速エネルギーを非常に高く設定する一方、陽子の電流
は低く設定していたのであるが、この種の加速器では高速中性子の発生が多くなる一方、
中性子線量が低くなるので、好ましくなかった。
【００５７】
　前記線形加速器は、直線加速器であれば、特に限定するものではなく、従来の直線加速
器を用いることができる。このような直線加速器として、例えば、高周波四重極線形加速
器（ＲＦＱライナック）、静電直線加速器、常伝導直線加速器、超伝導直線加速器、ＤＴ
Ｌ（Drift Tube Linac）等を挙げることができる。ＲＦＱライナックは、静電加速器に比
べて小型の装置で大電流の陽子を発生することができるだけでなく、ガンマ線、X線等の
放射線の発生が非常に少ないので、静電直線加速器よりも好ましい。また、ＲＦＱライナ
ックの後ろにＤＴＬを連結することによって、電磁石で陽子の集束を行いながら低－中エ
ネルギー領域の陽子をさらに加速することができる。前記線形加速器として、陽子を２Ｍ
ｅＶ以上１１ＭｅＶ未満の範囲に加速することができる線形加速器は、比較的小型の直線
加速器によって有害且つ放射化能の高い高速中性子が低減された低エネルギーの中性子を
発生させるために非常に有効である。前記陽子照射部は、加速器によって加速された陽子
をターゲットに照射するためであり、中性子を発生させるためのターゲットと、通常、陽
子の集束・拡散・走査や陽子エネルギーの分級等を行うための陽子ビームの調整手段が設
けられている。該陽子照射部は、特に限定するものではなく、従来の四重極電磁石又は偏
向電磁石を備える陽子照射部を用いることができる。
【００５８】
　また、本発明複合型ターゲットに衝突させる陽子の発生源として従来のシンクロトロン
やサイクロトロンに比べると飛躍的に小型の加速器である線形加速器を用いることが可能
であるので、本発明複合型ターゲットを小規模の医療機関に設置可能な小型線形加速器に
設けることによってＢＮＣＴ等の医療用中性子を発生することが可能である。
【００５９】
　以下に図面を参照しつつ本発明の一側面を実施の形態（以下、「本実施形態」とも表記
する）として詳細に説明する。
【００６０】
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　図１に示す本実施形態に係る複合型ターゲット１０は、ターゲット部分３が［ベリリウ
ム材料４－炭素系材料６－リチウム材料５－炭素系材料６］の構成を有し、これに真空シ
ール７と冷媒流路８を有する冷却機構９を付帯している複合型ターゲット１０である。こ
のタイプの複合型ターゲットは、例えば、以下のようにして作成することが可能である。
すなわち、ターゲット部分３は、［ベリリウム材料４と炭素系材料６の複合体１］と［リ
チウム材料５と炭素系材料６の複合体２］を窒素ガス等の不活性ガス雰囲気中、材料の融
点以下の温度下、１０4キロパスカル～１０6キロパスカルの圧力下で圧着することによっ
て作製することができる。また、ターゲット部分３は、例えば、ベリリウム材料４、炭素
系材料６、リチウム材料５、及び炭素系材料６をこの順番に重ね合わせ、窒素ガス等の不
活性ガス雰囲気中、材料の融点以下の温度下、１０4キロパスカル～１０6キロパスカルの
圧力下で圧着することによって作製することもできる。
【００６１】
　図１において、［ベリリウム材料４と炭素系材料６の複合体１］は、［ベリリウム材料
４と炭素系材料６の張り合わせ体］とすることができる。同様にして、［リチウム材料５
と炭素系材料６の複合体２］は、［リチウム材料５と炭素系材料６の張り合わせ体］とす
ることができる。ベリリウム材料４としては、例えば厚さ０.１ｍｍ～０.５ｍｍのベリリ
ウムフィルムを用い、リチウム材料５としては、例えば厚さ０.０５ｍｍ～０.５ｍｍのリ
チウムフィルムを用い、炭素系材料６としては、例えば直径１６５ｍｍ×厚さ３０ｍｍの
等方性黒鉛材料またはＨＯＰＧの板状体を用い、これらを圧着することによって作製する
ことができる。真空シール７は、複合型ターゲットの表面に例えば厚さ０.１ｍｍのアル
ミニウム箔を窒素ガス等の不活性ガス雰囲気中、材料の融点以下の温度下、１０4キロパ
スカル～１０6キロパスカルの圧力下で圧着することによって施すことができる。次に、
冷媒流路８を有する冷却機構９として例えば円筒型の水冷ジャケットを複合型ターゲット
の側部にろう付けすることによって冷却機構が一体化した複合型ターゲット１０を作製す
る。ベリリウム材料としては、ベリリウム、酸化ベリリウム、ベリリウムガラス、ベリリ
ウムガラスセラミック等が好ましく、リチウム材料としては、リチウム、酸化リチウム、
リチウムガラス、リチウムガラスセラミック等が好ましく、炭素系材料としては、等方性
黒鉛材料(isotropic graphite materials)、単結晶黒鉛、ＨＯＰＧ、カーボンファイバー
、単結晶ダイヤモンド、エピタキシャルダイヤモンド、炭化ケイ素等が好ましい。
【００６２】
　図２に示す本実施形態に係る複合型ターゲット１２は、ターゲット部分が、ベリリウム
材料、リチウム材料、及び炭素系材料の混合物の一体成型体１１からなる複合型ターゲッ
トであり、該一体成型体１１に真空シール７が施されていると共に冷媒流路８を有する冷
却機構９を付帯している複合型ターゲットである。このタイプの複合型ターゲットは、例
えば、以下のようにして作成することが可能である。すなわち、ベリリウム材料、リチウ
ム材料、及び炭素系材料の混合物を窒素ガス等の不活性ガス雰囲気中、材料の融点以下の
温度下、１０4キロパスカル～１０6キロパスカルの圧力下で一体成型することによって作
製することができる。例えば、粉末状のベリリウム（例えば平均粒径１０ミクロン）、粉
末状のリチウム（例えば平均粒径１０ミクロン）、及び粉末状のカーボンナノチューブ（
例えば平均粒径１０ミクロン）の混合物（例えば各材料の質量比１：１：１００）を窒素
ガス等の不活性ガス雰囲気中、材料の融点以下の温度下、１０4キロパスカル～１０6キロ
パスカルの圧力下で一体成型することによって作製することができる。この成形によって
ベリリウム成分とリチウム成分の比表面積を約１００倍大きくすることが可能である。次
に、真空シール７及び冷却機構９を図１の複合型ターゲットと同様な方法で上記一体成形
体に設けることによって、冷却機構が一体化した複合型ターゲット１２を作製することが
できる。このタイプの複合型ターゲットは、ベリリウム材料、リチウム材料、及び炭素系
材料の粒子を小さくするほど材料の比表面積が増大するので図１の複合型ターゲット１０
よりもさらにターゲット内の熱伝導面積を増大できるという効果がある。
【００６３】
　図３に示す本実施形態に係る複合型ターゲット１３は、ターゲット部分３が図１の複合
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型ターゲット１０のターゲット部分と同じ構成を有し、このターゲット部分３に真空シー
ル７と冷媒流路８を有する冷却機構９を付帯している複合型ターゲットであるが、ターゲ
ット部分３の内部に独立の冷媒流路８が設けられている複合型ターゲットである。このタ
イプの複合型ターゲットは、例えば、以下のようにして作成することが可能である。すな
わち、ターゲット部分３は、図１の複合型ターゲット１０の場合と同様の方法により作製
する。ターゲット部分３の内部の独立の冷媒流路８は、例えば、使用する炭素系材料の側
面に予め冷媒流路を切削することによって施すことができる。次に、真空シール７及び冷
却機構９は、図１の複合型ターゲット１０の場合と同様の方法でターゲット部分３に設け
ることによって冷却機構が一体化した複合型ターゲットを作製することができる。このタ
イプの複合型ターゲットは、複合型ターゲットの側部に設けた冷却機構に加えて複合型タ
ーゲットの内部にも独立の冷媒流路を有するので、図１及び図２の複合型ターゲットの冷
却機構よりも更に冷却能力を向上させることが可能である。
【００６４】
　図４に示す本実施形態に係る複合型ターゲット１４は、ターゲット部分３が図１の複合
型ターゲット１０のターゲット部分と同じ構成を有し、このターゲット部分３に真空シー
ル７と冷媒流路８を有する冷却機構９を付帯している複合型ターゲットであるが、ターゲ
ット部分３の内部に設けた冷媒流路８が冷却機構９の冷媒流路８に連結されている複合型
ターゲットである。このタイプの複合型ターゲットは、例えば、以下のようにして作成す
ることが可能である。すなわち、ターゲット部分３は、図１の複合型ターゲット１０の場
合と同様の方法により作製する。ターゲット部分３の内部の冷媒流路８は、使用する炭素
系材料の内部に予め冷却機構９に連結する冷媒流路を切削することによって施すことがで
きる。次に、真空シール７及び冷却機構９は、図１の複合型ターゲット１０の場合と同様
の方法でターゲット部分３に設けることによって冷却機構が一体化した複合型ターゲット
を作製することができる。このタイプの複合型ターゲットは、複合型ターゲットの側部に
設けた冷却機構９に加えて複合型ターゲットの内部にも冷却機構９と連結している冷媒流
路を有するので、ターゲット内部を水冷することが可能である。したがって、図３の複合
型ターゲットの冷却機構よりもさらに冷却能力を向上させることが可能である。
【００６５】
　図５に示す実施の形態に係る複合型ターゲット１５は、ターゲット部分１６が、図１と
同様に［ベリリウム材料４－炭素系材料６－リチウム材料５－炭素系材料６］の構成を有
するが、［ベリリウム材料４－炭素系材料６の複合体１］及び［リチウム材料５－炭素系
材料６の複合体２］の部分がそれぞれ複数個の複合体で構成されている構造を有し、この
ターゲット部分１６に真空シール７と冷媒流路８を有する冷却機構９を付帯している複合
型ターゲットである。そして、図４のターゲット部分３と同様に、ターゲット部分１６の
内部にも冷媒流路８が設けられており、この冷媒流路と冷却機構９の冷媒流路８とが連結
されている複合型ターゲットである。
【００６６】
　図５のタイプの複合型ターゲットは、例えば、以下のようにして作成することが可能で
ある。すなわち、ターゲット部分１６は、図１の複合型ターゲット１０の場合と同様の方
法により複数個の［ベリリウム材料４と炭素系材料６の複合体１］と複数個の［リチウム
材料５と炭素系材料６の複合体２］を重ね合わせ、窒素ガス等の不活性ガス雰囲気中、材
料の融点以下の温度下、１０4キロパスカル～１０6キロパスカルの圧力下で圧着すること
によって作製することができる。ターゲット部分１６の内部の冷媒流路８は、図４の複合
型ターゲット１４の場合と同様の方法により、使用する炭素系材料の内部に予め冷媒流路
を切削することによって施すことができる。次に、真空シール７及び冷却機構９を図１の
複合型ターゲット１０の場合と同様の方法でターゲット部分１６に設けることによって冷
却機構が一体化した複合型ターゲット１５を作製することができる。このタイプの複合型
ターゲットは、ターゲット材料の積層枚数に比例してターゲット材料の伝熱面積を大きく
することができるので図１～３の複合型ターゲットよりも迅速に発生熱を冷却機構に伝達
することが可能である。また、図４の複合型ターゲットと同様に複合型ターゲットの内部
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にも冷却機構９と連結している冷媒流路を有するので、ターゲット内部を水冷することが
可能である。したがって、図４の複合型ターゲットの冷却機構よりもさらに冷却速度を向
上させることが可能である。
【００６７】
　図６は、本発明複合型ターゲットを用いる中性子発生方法を説明する概略図である。本
発明複合型ターゲット１４に所定の加速エネルギー（２ＭｅＶ以上１１ＭｅＶ未満）を有
する陽子３０を真空下で衝突させることによって低エネルギーの中性子３１を発生させる
中性子発生方法である。
【００６８】
　図７は、本発明複合型ターゲットを用いる中性子発生装置を説明する概略図である。該
中性子発生装置は、水素イオン発生部１７、線形加速器１８、陽子照射部１９、及び複合
型ターゲット２０を備えた陽子照射部１９がフランジ２１を介して連結している中性子発
生装置である。水素イオン発生部１７には水素イオン発生器が設けられており、発生水素
イオン２２は、線形加速器１８に導入され、加速され加速陽子２３になる。加速陽子２３
は、所定のエネルギーまで加速され、陽子照射部１９に導入され、照射陽子２４になり、
複合型ターゲット２０に衝突させて、低エネルギーの中性子２５を発生させる。上記線形
加速器１８は、２Ｍｅ以上１１Ｍｅ未満の陽子を発生することができる直線加速器であれ
ば特に限定するものではない。また、陽子照射部１９には、通常、四重極電磁石又は偏向
電磁石が設けられる。
【００６９】
　図８は、ベリリウム（又はリチウム）２６が金属材料製の支持体２７に付着しており、
金属材料製の支持体に冷媒流路８を有する冷却機構９を設けている従来タイプのターゲッ
トである。
【００７０】
　次に、本発明複合型ターゲット及び従来タイプのターゲットに陽子を照射した場合のタ
ーゲット材料の溶融の有無及び放射化の有無は、下記の熱計算及び放射化の理論計算によ
って予想することが可能である。前提条件として、本発明複合型ターゲット及び従来タイ
プのターゲットに１０-6パスカルの真空下、出力３０ｋＷ－２ＭｅＶ～８ＭｅＶの加速陽
子を照射するものとした。ターゲットの冷却は、ターゲットが付帯する水冷ジャケットに
約５℃の水を毎秒２ｍの流速で毎分２０リットル導入して行うものとした。これは、冷却
能力に換算すると約１００ｋＷに相当する。
【００７１】
［熱計算によるターゲット材料の溶融の有無の予想］
　熱計算によってターゲットで発生する熱によるベリリウム材料（又はリチウム材料）の
溶融の有無を予想する。ターゲットで発生する熱と熱伝導材料によって逸散される熱の熱
収支バランスは、数１によって与えられる。
【００７２】
【数１】

　数１において、左項はターゲットで発生する単位時間当たりの発熱量であり、右項はタ
ーゲットに接する熱伝導材料を通して逸散される熱量である。κは熱伝導材料の熱伝導率
（Ｗｍ-1Ｋ-1）であり、Ｓはターゲットの伝熱面積（ｍ2）であり、αは熱伝導材料の温
度勾配（Ｋｍ-1）である。数１からαは、数２によって与えられる。
【００７３】
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【数２】

　数２において、Ｑの値は、陽子の出力に等しいとする。また、κの値は、個々の熱伝導
材料についての値を代入する。今、陽子の出力が３０ｋＷ、Ｓが１ｍ2とすると、αの値
は、熱伝導材料が金属銅（κ＝４００Ｗｍ-1Ｋ-1 ）の場合には７５Ｋｍ-1、等方性黒鉛
材料（κ＝７５０Ｗｍ-1Ｋ-1 ）の場合には４０Ｋｍ-1、単結晶黒鉛材料又はＨＯＰＧ（
κ＝１５００Ｗｍ-1Ｋ-1）の場合には２０Ｋｍ-1、単結晶ダイヤモンド又はエピタキシャ
ルダイヤモンド（κ＝２３００Ｗｍ-1Ｋ-1）の場合には１３Ｋｍ-1となる。従来タイプの
ターゲットはベリリウム（又はリチウム）を金属板に張り付けたものであるので、ターゲ
ットの伝熱面積を大きくすることに限界があり、伝熱面積は、精々２００ｃｍ2程度であ
る。したがって従来タイプのターゲットの場合のαの値は、３７５０Ｋｍ-1（又は３７.
５Ｋｃｍ-1）となる。この数値は、熱源の中心（又はターゲットの中心）から１ｃｍほど
離れた熱伝導材料中の位置での温度差であるので、例えば、直径１６５ｍｍの円盤形状の
ターゲット（伝熱面積：約２００ｃｍ2）の側面に冷却機構を設ける場合には、熱源と冷
却機構の冷媒との温度差（△Ｔ）が約３０９度になる。すなわち、中性子発生材料として
リチウムを用いた従来のターゲットの場合には、熱源の中心温度がリチウムの融点（約１
８０℃）を遥かに超えるのでリチウムの溶融が起きることが予想される。また、中性子発
生材料としてベリリウムを用いた従来のターゲットの場合でも２５分間冷却が止まるとベ
リリウムの融点（１２７８℃）を超えるのでベリリウムの溶融が起きることが予想される
。一方、本発明複合型ターゲットのターゲット材料として上記等方性黒鉛材料、単結晶黒
鉛材料、ＨＯＰＧ、単結晶ダイヤモンド、エピタキシャルダイヤモンドなどの高い熱伝導
率を有する炭素系材料を用い、直径１６５ｍｍの円盤形状のターゲットの側面に冷却機構
を設ける場合には、数２に各材料の熱伝導率を代入し、上記と同様な計算を行うと、等方
性黒鉛材料の場合には△Ｔ＝１６５度、単結晶黒鉛材料又はＨＯＰＧの場合には△Ｔ＝８
２.５度、単結晶ダイヤモンド又はエピタキシャルダイヤモンドの場合には△Ｔ＝５３.６
度となる。したがって、ベリリウム（又はリチウム）の溶融は起こらないことが予想され
る。また、本発明は、ターゲットの伝熱面積Ｓ（ｍ-2）を従来のターゲットよりも数倍以
上乃至１０００倍程度大きくすることが可能であるので、伝熱面積の大きさに反比例して
温度勾配αを小さくし、熱源と冷却機構の冷媒との温度差△Ｔを小さくすることが可能で
ある。また、こうすることによって従来のターゲットを用いる中性子発生方法では困難で
あった陽子の出力を飛躍的に大きくすることが可能である。
【００７４】
　次に、ターゲット内部の温度の時間変化の様子は、数３の熱伝導方程式によって予想で
きる。便宜上、一次元の偏微分方程式を用いる。
【００７５】

【数３】

　数３における、Tは温度、ｔは時間、ｘは位置、ｃは熱拡散率である。数３を解くと、
数４の一般解が得られる。
【００７６】
【数４】
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　数４は、熱の緩和過程が振動で表されることを意味する。数４に境界条件を入れると、
ターゲットの温度が一様になるまでの緩和時間τが数５によって与えられる。
【００７７】
【数５】

　数５における、λは波長（又は温度の不均一の幅）である。λがターゲットの半径程度
であるとすると、τの値は、熱伝導材料が金属銅（ｃ＝0.42ｍ2ｈ-1）である場合には１.
５秒程度となるので、熱伝導材料が金属銅の場合には、スポット発熱が起きると熱平衡に
達する前にターゲット材料が溶融する可能性がある。一方、本発明複合型ターゲットのタ
ーゲット材料として上記のような高熱伝導率の炭素系材料を用いる場合には、ミリセカン
ト以内に熱平衡に達するので、スポット発熱が起きても溶融の可能性は少ないことが予想
される。
【００７８】
［理論計算によるターゲット材料の放射化の有無の予想］
　ターゲット材料の放射化の有無を予想するための理論計算を行う。該理論計算は、中性
子核反応の核反応断面積のデータであるJENDL-4.0（非特許文献４）と核反応のＱ値（核
反応前後の静止質量エネルギーの差をＱ値という）を用いる計算手法（非特許文献５）に
従って行う。計算結果の概略を以下に説明する。（１）８ＭｅＶ陽子とベリリウムの衝突
によって生じる核反応は、9Be(p,γ)10B、9Be(p,n)9B、9Be(p,pn)8Be、9Be(p,α)6Li、9B
e(p,2n)8B、9Be(p,pn)8Be、及び9Be(p,2p)8Liであり、これらの放射性核種の半減期は短
く（１秒以下）、又これらの放射性核種の実効線量当量率定数Γe（放射化によるガンマ
線の放出の程度を示す尺度：μSvm

2MBq-1h-1）は、ゼロである。（２）６ＭｅＶ以下の中
性子とベリリウムの衝突によって生じる核反応は、9Be(n,γ)10Be、9Be(n,2n)8Be、及び9

Be(n,α)6Heであり、これらの放射性核種の半減期は短く（１秒以下）、又これらの放射
性核種の実効線量当量率定数Γeは、ゼロである。なお、中性子の加速エネルギーを６Ｍ
ｅＶ以下としたのは、８ＭｅＶ陽子とベリリウムの衝突によって発生する中性子の最大エ
ネルギーが６.１ＭｅＶであることによる。（３）３ＭｅＶ陽子とリチウムの衝突によっ
て生じる核反応は、6Li(p,γ)7Be、6Li(p,α)3He、7Li(p,γ)8Be、7Li(p,n)7Be、及び 7L
i(p,α)4Heであり、これらの放射性核種のなかで7Be以外の放射性核種の半減期は短く、
また7Be以外の放射性核種の実効線量当量率定数Γeは、ゼロ又は0.00847である。（４）
３ＭｅＶ中性子とリチウムの衝突で生じる核反応は、6Li(n,γ)7Li、6Li(n,p)6He、6Li(n
,t)4He、6Li(n,α)3H、及び 7Li(n,γ)8Liであり、これらの放射性核種のなかでトリチウ
ム（t又は3H）以外の放射性核種の半減期は短く、またトリチウム以外の放射性核種の実
効線量当量率定数Γeは、ゼロ又は0.00847である。（５）６ＭｅＶ中性子と周期律表にお
ける０族元素、及び１族元素～１８族元素の各元素との衝突によって比較的長い半減期と
比較的高い実効線量当量率定数Γeを有する放射性核種を生じる元素は、Sc、Ti、Mn、Fe
、Co、Ni、Cu、Ptである。これらの中で、鉄材の放射化によって生成する放射性核種は、
54Fe(n,p)54Mn(54Mnの半減期312days,Γe0.111)、

54Fe(n,α)51Cr(51Crの半減期27.7days
,Γe0.0046)、

56Fe(n,p)56Mn(56Mnの半減期2.58hours,Γe0.203)、及び58Fe(n,γ)59Mn(5
9Mnの半減期44.6days,Γe0.147)であり、銅材の放射化によって生成する放射性核種は、6

3Cu(n,γ)64Cu(64Cuの半減期12.7hours,Γe0.0259)、
63Cu(n,γ)60Co(60Coの半減期5.27y

ears,Γe0.305)、及び 65Cu(n,p)65Ni(65Niの半減期2.52hours,Γe0.0671)である。
【００７９】
　上記放射化の理論計算の結果を表１に纏める。
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【表１】

【００８０】
　次に、図１～５の各複合型ターゲット及び図８の従来タイプのターゲットについて、タ
ーゲット材料の溶融の有無及び放射化の有無を上記の熱計算及び放射化の理論計算の結果
から導くことができる。前提条件として、出力３０ｋＷ－２ＭｅＶ～８ＭｅＶの加速陽子
をターゲットに照射するものとする。図１～５の複合型ターゲットは、ベリリウム材料と
してベリリウムを用い、リチウム材料としてリチウムを用い、炭素系材料として等方性黒
鉛材料又はＨＯＰＧを用いた直径１６５ｍｍ×厚み３０ｍｍの複合型ターゲットであり、
該複合型ターゲットの表面にアルミニウムの真空シールを施し、該円筒型ターゲットの側
部に円筒型の水冷ジャケットを設けている複合型ターゲットである。図５の複合型ターゲ
ットのターゲット材料の積層枚数は５枚である。上記円筒型の水冷ジャケットには、５℃
の冷却水を毎秒２の流速で毎分２０リットル流す。これは、冷却能力に換算すると約１０
０ｋＷに相当する。また、図８の従来タイプのターゲットは、直径１６５ｍｍの銅板にベ
リリウム又はリチウムを付着させたターゲットであり、これに上記と同じ円筒型の水冷ジ
ャケットを取り付けたターゲットとする。その結果を表２に示す。
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【表２】

【００８１】
　次に、本発明複合型ターゲットを図７に示すような中性子発生装置に取り付け、図６に
示すような中性子発生方法により該ターゲットに陽子を照射し、ターゲット材料の溶融の
有無及び放射化の有無を調べることができる。複合型ターゲットとして、上記熱計算及び
放射化の理論計算に用いたものと同様の複合型ターゲットを用いる。該複合型ターゲット
を直線加速器の先端部分に設けた陽子照射部に陽子の進行方向に対して垂直になるように
フランジを介して取り付ける。該ターゲットに出力３０ｋＷ－２ＭｅＶ～８ＭｅＶの加速
陽子を１０-6パスカルの真空下で衝突させる。上記加速陽子は、ＲＦＱライナックとＤＴ
Ｌを連結することによって発生させる。ターゲットの冷却のために水冷ジャケットに約５
℃の水を毎秒２ｍの流速で毎分２０リットル導入する。これは、約１００ｋＷに相当する
冷却能力である。照射時間は約1時間である。実験後に装置を停止し、さらに１日放置後
に、放射化の有無についてはサーベイメーターを用いて調べ、溶融の有無については目視
観察する。その結果を表３に示す。
【００８２】
　比較のために、図８に示すような従来タイプのターゲットを上記と同様の中性子発生装
置に取り付け上記と同様の実験を行う。その結果を表３に示す。
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【表３】

【００８３】
　以上のように、本発明は、陽子をターゲットに衝突させて中性子を発生させるための新
規のターゲットである。以上までにおいて説明した実施の形態のように、ターゲットがベ
リリウム材料、リチウム材料、及炭素系材料を複合して成るターゲットであるので、有害
且つ放射化能の高い高速中性子が低減された低エネルギーの中性子の発生が可能であるこ
と、ターゲットで発生する熱の排熱が容易であること、冷却機構がターゲットに付帯され
ているので効率的な冷却が可能であること、ターゲットと冷却機構とが一体化したカート
リッジ型構造とすることが可能であるので、このターゲットを陽子照射部の先端部分に設
け、ターゲットの劣化に際して新品との着脱交換を遠隔操作によって簡易にできるという
特長を有する。
【００８４】
　また、上述の通り、本発明複合型ターゲットの構成材料である炭素系材料は、中性子減
速効果を備えうるので、高速中性子の発生が低減される。これにより、以上までにおいて
説明した実施の形態では、発生中性子を減速するための減速機構を小型化することが可能
である。
【００８５】
　また、照射陽子の加速エネルギーが２ＭｅＶ以上１１ＭｅＶ未満の比較的低エネルギー
の陽子であるので、陽子によるターゲット等の部材の放射化が著しく低減されること、有
害な高速中性子の発生が抑制されること、加速陽子を小型の線形加速器で発生可能である
こと、等の効果が得られる。
【００８６】
　したがって、本発明複合型ターゲットは小規模の医療機関に設置可能なＢＮＣＴ等の医
療用の中性子を発生するための医療用中性子発生装置の中性子源として有効である。
【００８７】
　以上の結果から、本発明複合型ターゲットは、従来タイプのターゲットよりも熱安定性
が高くターゲット材料の放射化を低減することが可能である。
【産業上の利用可能性】
【００８８】
　本発明複合型ターゲットは、ベリリウム材料、リチウム材料、及び非金属材料を複合し
て成る複合型ターゲットであるので陽子及び中性子による部材の放射化を低減できる、従
来よりも比較的低エネルギーの陽子を用いることができるので高速中性子の生成を低減で
きる、ベリリウム材料、リチウム材料、及び非金属材料の複合化によってターゲットの熱
問題を解決することができる、該ターゲット部分と冷却機構が一体化したカートリッジ型
構造の複合型ターゲットは、ターゲットで発生する熱の系外への効率的な排熱が可能であ
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り、ターゲットの劣化に際して新品との着脱交換を遠隔操作によって安全・簡易に行うこ
とができる、等の特徴を有する。また、本発明複合型ターゲットを用いた中性子発生方法
、及び中性子発生装置によって、小型の直線加速器を用いて低エネルギーの中性子を安定
的に生成可能であるので、本発明複合型ターゲットは、ＢＮＣＴ等の医療用中性子を生成
するうえで非常に有益である。また、本発明複合型ターゲットは、独立した部品として構
成することができるものである。
【符号の説明】
【００８９】
１　複合体
２　複合体
３　ターゲット部分
４　ベリリウム材料
５　リチウム材料
６　炭素系材料
７　真空シール
８　冷媒流路
９　冷却機構
１０　複合型ターゲット
１１　ベリリウム材料、リチウム材料、及び炭素系材料の混合物の一体成型体
１２　複合型ターゲット
１３　複合型ターゲット
１４　複合型ターゲット
１５　複合型ターゲット
１６　ターゲット部分
１７　水素イオン発生部
１８　線形加速器
１９　陽子照射部
２０　複合型ターゲット
２１　フランジ
２２　水素イオンの流れ
２３　加速陽子の流れ
２４　照射陽子の流れ
２５　発生中性子の流れ
２６　ベリリウム（又はリチウム）
２７　金属製支持体
３０　陽子の流れ
３１　中性子の流れ
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【国際調査報告】
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